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助成活動名 フードバンク活動を通じての生活困窮者支援と、みんなで作る「持続可能な」普及活動 

助成額 500,000 円 

活動内容 

目的 

 当団体は、岡山県内でフードバンク活動をする団体の内で唯一、「食品を無
料で配達する」団体として 2018 年より活動をしている。その機動力と行動力
により、県内で 70 を超える児童養護施設やシェルター、DV 被害者支援団体、
子ども食堂、高齢者支援団体、障碍者グループホームや社会福祉協議会、行政
子育て担当課に対し、食品を寄付してきた。この広がりは、この活動の社会的
意義の大きさを証明している。一方で、その機動力を生かすには、「活動時間
の長時間拘束」が大きな問題であった。これを改善するために、当団体代表は
2020 年度に世界フードバンク留学（4 か国 11 団体視察）を経験し、福祉活動
に関わる人や団体がそれぞれの地域でフードバンク活動を行うことで、先述し
た問題点が改善でき、フードバンク活動が「持続可能な」活動となれるよう、
日本と世界のフードバンク団体と連絡を取り合いながら、研究を重ねている。
この実現により、さらに社会貢献出来る活動となることを目的としている。 
 

内容 

 毎日、提携しているスーパー等の食品関連事業者から食品を受け取り、それ
を必要としている福祉施設・団体等に食品の寄付を行う。提携しているスーパ
ー等を増やすことで、その地域で福祉活動に関わる人が直接スーパー等に食品
を受け取りに行き、それぞれの地域でその食品を通じて、福祉的支援が必要な
団体や施設、世帯を支援する。 
 また、世界のフードバンクとそれに関わる団体と情報交換しながら、海外の
取り組みを「日本式」にアレンジし、岡山県内の福祉向上に貢献する。 
 

成果 

 2020 年 4 月 1 日から 2021 年 3 月 31 日までに 8 トン 264 キロ（約 23,612
食）の食品を、岡山県内 72 の福祉施設や団体、社会福祉協議会、行政子育て
担当課、福祉的支援が必要な世帯等、累計約 15,707 人に寄付することが出来
た。前年と比較して、食品取扱量および寄付施設・団体数ともに増加した。こ
れは当団体の機動力（無料で食品を配達すること）が大いに活かされ、また、
この活動の社会意義が高まり、賛同や共感、評価をいただいた結果だと推測で
きる。なぜなら、前年まで当団体の代表がほぼひとりで活動を続けていたが、
この活動の中で出会った子ども食堂の代表や農家、要支援世帯の方々が自ら
「この活動に参加したい」と声を上げ始め、コロナ禍において、この活動に関
わる仲間が県内に広がっていった。現在、拠点である吉備中央町のみならず、
岡山市に 3 人、倉敷市に 1 人、総社市に 1 人と、この活動に関わる人が増え
た。これに呼応するかのように、食品を定期的に提供してくださるスーパー等
も 2020 年 4 月当時６つの店舗であったが、2021 年 3 月には 16 店舗に増加し
た。これらの店舗をそれぞれの地域で活動する当団体メンバーが担当すること
で、それぞれの地域の福祉活動団体や施設、要支援世帯に寄付することが可能
となった。 



中でも、要支援世帯への直接寄付が開始出来たことは、大変に意義のあるこ
とである。というのも、現在、当団体の直接寄付を受ける 30 世帯以上の多く
は、「別れた主人の借金を背負わされ、自己破産を選択した母子家庭」「犯罪歴
があり、精神的に不安定なために定職に就けない方」「娘の育児放棄により、
年金だけで生活している老夫婦が孫の面倒を見ることになった世帯」「精神的
病により定職につけない方」など、公的な支援を受けづらい世帯の方々であ
る。当団体メンバーのひとりは元要支援世帯の方であり、その生活過程の中で
これらの困窮世帯と接点があるため、要支援世帯の自宅へ直接出向き、そこで
自立支援を手助けしている。要支援世帯への直接支援は、継続すればするほど
にその効果があり、ある家庭は食品の支援を受けていたが、その方自らがその
食品を用いてお弁当を作り、当人のみならず自宅付近に住むホームレス等の生
活困窮者にそのお弁当を無料配布する活動を開始し、当人も「仕事に就きた
い」旨の夢を当団体メンバーに語ったそうである。このような効果が見られる
ため、今後も、「食品の寄付を通じて人と人が会って話が出来る機会」を増や
せるように、努力していきたい。当代表が海外視察で学んだドイツのフード・
シェアリングの手法である。 
また、農林水産省や中四国農政局、東京都の食品関連事業者からの寄付食品

は拠点である吉備中央町に配送され、それぞれのメンバーと数量や種類の調整
を行い、代表がそれぞれの地域のメンバーへ配達している。これはオーストラ
リアのオズハーベストの手法である。 
これにより、多量の常温食品は拠点で調整し、冷蔵食品や果物、野菜類は食

品を受け取ったその日に、それを必要としている福祉団体等へ届ける、という
流れができ、皆が「持続可能な」フードバンクを実践している。 
一方、当代表がイギリス視察で学んだ「地域の冷蔵庫」の取り組みを、他団

体と連携することで、日本で初めて実現させた。これは「北長瀬コミュニティ
フリッジ」と呼ばれる地域の冷蔵庫であり、アドバイザーとして参加している
当代表は、イギリスのコミュニティフリッジを二か所視察した縁から、現在も
統括本部とオンラインでミーティングをしている。その歴史やノウハウを日本
語に訳し、日本において「より有効な」方法を運営団体と築き上げた。 
現在、イギリスでは「すべての人に食を受ける権利がある」をモットーにし

た法整備を訴える「Right To Food」キャンペーンが展開されている。このキ
ャンペーンの発起人である国会議員は、当団体代表がイギリス視察で出会い、
学ばせていただいたひとりである。よって、このキャンペーンがイギリスのメ
ディアで取り上げられる際には、当代表の活動も継続して取り上げられてお
り、2021 年 4 月には 3 回イギリスのメディアに取り上げていただいた。この
キャンペーンを日本流にアレンジし、日本における「食のセーフティネット構
築」について、取り組んでまいりたい。 
 これまでの活動を行政に評価していただき、2020 年度岡山市主催の「協働ま
ちづくり賞」を受賞した。また、当団体の活動のさらなる進化と社会的信用の
ために、２０２１年４月２０日付で NPO 法人し、「特定非営利活動法人ジャパ
ンハーベスト」を設立した。食品配達のみならず、コミュニティフリッジや無
料スーパー、食育を通じた就労支援、倉庫を持たないフードバンク等、世界の
フードバンクが行っている各事業を日本で実現させていきたい。 
 

今後の課題と対
応策 

 今後の課題としては、任意団体としての活動の制限および限界が挙げられた。食品取扱
事業者とのフードバンク連携の協議の中で、「法人格があるか否か」を問われることが多
くなってきたため、非営利の法人格を取得すべく、この活動への共感者を徐々に増やして
いった。結果、2021 年 4 月１５日、NPO 法人の認証を受け、4 月 20 日に特定非営利活
動法人ジャパンハーベストとして法人登記を行った。これにより、非営利の法人格とし
て、より多くの食品取扱事業者とフードバンク契約を結ぶことが可能となった。「食のセ
ーフティネットの実現」のために、最大限の努力を尽くす所存である。 
 事業を行う上での資金も大きな課題である。今年度も橋本財団様の助成金に頼っている
のが現状である。NPO 法人化と共に、当団体の活動を広く社会に認知、広報できるよ
う、ホームページや冊子、チラシの作成が必須だと感じている。これらの広報活動を実現
し、一人でも多くの賛同者から寄付をいただき、活動をより進化させていけるよう、努力
を重ねてまいりたい。 
 
 



写真の提出 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



 


